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【グラフ4】 映画興行 市場規模予測（メインシナリオ） 【グラフ5】 有料動画配信 市場規模予測（メインシナリオ）

※出典『ウィズ／アフター コロナ -映像市場予測-』レポート ※SVOD、TVOD、EST、PVOD、ライブ配信を含む有料動画配信市場
※出典『ウィズ／アフター コロナ -映像市場予測-』レポート
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して3週にわたる週末を確保したことと、PVODプラットフォー

ムとして、具体的に「AMC Theaters on Demand」があげら

れたことだ。

　一部のブロックバスター作品を除けば、近年では、スクリー

ン数（上映回数）を広げることにより短期集中で興行は終了す

る。ほとんどの作品が公開から3回の週末があれば、全興行収

入の7～9割を賄えるといわれる。もともと4週目以降（日本で

は5週目以降）は上映回数が日に1回程度に絞られることが多

く、以前に比べ短縮された興行期間に観客は、視聴意欲は

あっても“見逃し”てしまうケースが増加していた。この機会損

失の受け皿となるのがPVODで、映画館での興行を3週確保

するならば、PVODは映画館と需要を奪い合うのではなく、需

要を余すところなく消費へと落とし込む機能となり、これまで

の興行収入を最大化させる役割を果たす。

　一方、「AMC Theaters on Demand」はAMCが展開する都

度課金型（TVOD、EST）の動画配信プラットフォームであり、

ここでのPVOD展開は、映画館利用者に対して映画館から配

信へとわかりやすい動線となる。これは、日本国内で例えるな

らば、TOHOシネマズやイオンシネマが動画配信プラットフォー

ムを展開し、映画館での興行に加え、配信でも自ら“興行”を行

うということ。こうした映画館事業者の積極的なコミットメント

の可否が、PVOD市場が早期に成立するか否かの鍵を握る。

　この米国最大手シネコンとユニバーサルスタジオとのPVOD

ウインドウに関する合意が、今後の米国内およびグローバル市

場でのスタンダードになる可能性が浮上した矢先、ディズニー

が『ムーラン』をPVODウインドウでリリースすることが発表さ

れた。「映画館が開かれている国」では映画館で興行し、「Dis-

ney＋を展開している国」では動画配信でリリースするという。

あくまでも「自社サービス内での1回限り」のこととし、「新しい

ビジネスウィンドウモデルではない」としている。当初、日本で

の展開には触れていなかったが、その後、日本でも映画館で

の興行を見送り、動画配信でのリリースとなることが明らかに

なった。『ムーラン』は予定通り9月4日に、米国、日本などで「プ

レミア アクセス」という名称で配信された。価格は、米国では

映画館での平均チケット料金の3倍強となる29.99ドル、日本

では平均入場料金の2倍強となる2980円となったが、これは

通常の“レンタル”型でも“セル”型でもない、とディズニー＋サ

イトでは注釈が記載されている。

―――――――――以下、注釈文――――――――――

　『ムーラン』のプレミア アクセスは、購入もしくはこれまでの

レンタルとは異なります。プレミア アクセス料金を追加でお支

払いいただいたディズニープラスの会員は、ディズニープラスの

会員である限り何度でもお楽しみいただけます。また、iOS、 

Androidからはダウンロードでもご利用いただけます。ダウン

ロードの有効期間は72時間ですが、それを超えた場合でも再

度ダウンロードいただければ何度でもご利用いただけます。

――――――――――――――――――――――――

　さらにディズニー＋サイトでは、12月4日から『ムーラン』を同

サービスのSVODに入れる旨が明らかにされている。この2つ

の事実を考え合わせると、『ムーラン』の「プレミア アクセス」

は実質3ヵ月ほどの視聴期間の長めの“レンタル”と定義でき

そうだが、あるいは本来の“興行”期間中、いつでも視聴でき

る“視聴権”とも受け取れる。

　なお、従来の“セル”“レンタル”ウインドウについては、現時

点（9月11日）で発表はなく、『ムーラン』のウインドウ展開が、コ

ロナ禍における一度だけのテストマーケティングなのかどう

か、今後の動向を注視する必要がある。

従来ウインドウの崩壊と再構築
　ディズニーは『ムーラン』以前からTVODやSVODにおいて

も新たなウインドウ展開を試みている。

　同社は今年4月、日本国内において『アナと雪の女王2』と

『スター・ウォーズ／スカイウォーカーの夜明け』の2タイトルを

DVD・ブルーレイのレンタルを見送り、新作の“レンタル”を

TVODに集中させるかたちでリリースした。これは、遅 と々して

普及の進まないTVODの利用を促進させるための戦術とし

て、市場を大局的に捉えれば意義深いトライアルであった。近

年、パッケージレンタル市場が加速度的に縮小し続けるなか

で、TVODの利用者増加は映像業界全体にとって至上命題だ

からだ。結果、コロナ禍の巣ごもり需要拡大とも相俟って、

TVODの利用率を引き上げる要因となった。

　その一方で、『アナと雪の女王2』では、従来のSVODウイン

ドウを約4ヵ月前倒した。同作は、米本国でもコロナ禍により

SVODウインドウを引き上げているが、こうした動きは、何も

ディズニーに限ったことではない。

　コロナ禍により映画館での興行が困難な状況となったこと

で、すでに公開中だった作品や待機中の作品が様々なかたち

でウインドウを展開している。“興行”としてのPVODではなく

ESTを展開するケースや、ダイレクトにSVODを利用するケー

スもある。コロナ禍で公開を延期した作品も多いが、早期回収

に重きを置いた作品では、総じてウインドウは前倒しとなり、

SVODサービスでの売上に期待が高まっている。日本国内で

は、映画『劇場』が映画館での興行と同時にAmazonプライ

ム・ビデオでのSVOD展開を7月に実施し、話題を集めた。

　コロナ以前より、NETFLIXやAmazonプライム・ビデオの

急成長により動画配信サービスのウインドウは徐々に早まって

いたが、コロナ禍により映画館が本来の動員を見込めないな

かで、この動きが加速している。“興行”“セル”“レンタル”“サ

ブスク”のすべてのウインドウで既存メディアから動画配信メ

ディアへとシフトが急速に進むなか、映画のビジネスウインド

ウは再構築のときを迎えている。

音楽ライブ中継が有料テレビ放送から配信へ
　動画配信市場でいえば、コロナ禍により音楽ライブ配信が、

有料（TVOD／SVOD）・無料（AVOD）を問わず、一気に活性

化している。

　なかでも注目を集めたのが、6月25日に横浜アリーナで開催

されたサザンオールスターズの無観客有料配信ライブ。3600

円のチケット（視聴権）を約18万人が購入し、売上は約6億

5000万円といわれている。サザンのライブチケットは通常

9000円で、横浜アリーナのキャパシティ最大17000人で掛け合

わせると、観客を入れた場合のチケット売上は1億5300万円と

なる。実際にはこれに物販の売上が加算されるが、チケット代

に限れば4.2倍も配信の方が多く売り上げたことになる。なお、

総視聴者数は約50万人といわれ、1課金当たりの視聴人数は

2.8人となり、総視聴者数で単価を割り出すと1300円となる。

　また、8月29日には国内最大級の夏フェス＜a-nation＞も総

勢104組のアーティストによるオンラインライブを実施。過去18

回で累計610万人以上（単純平均で33.9万人）を動員している

人気イベントだけに、4800円のチケット代でどこまで視聴者数

を伸ばしたかが注目される。

　こうして音楽ライブ配信が一斉に動き始めたなかで、

CyberZ、OEN、デジタルインファクトの3社が共同で、国内デジ

タルライブエンターテインメント市場（音楽や演劇などの有料

のライブ配信）に関する市場動向調査を実施し、市場規模予

測を発表した。これによると2020年の市場規模は140億円と

し、2024年には約1000億円の予測が立てられている。

　ライブ配信に関しては、コロナ禍以前より今後の有料動画

配信市場をけん引するコンテンツとして注目されていた。

　有料動画配信ではこれまで、映画、テレビドラマ、アニメな

どのエンタメコンテンツを中心に市場を伸ばしてきた。音楽や

スポーツのライブ中継は、有料メディアでは主に衛星放送で目

玉コンテンツとして扱われてきた経緯があり、これを取り入れ

ることが有料動画配信の次なる成長を促すと考えられてきた。

近年、DAZNやHULUなどでスポーツイベントのライブ配信権

の獲得が活発化してきており、今後、他の総合編成サービスに

おいても同様にコンテンツの幅を広げていくはずだった。それ

がコロナ禍により音楽ライブが観客を動員できなくなり、一気

に前倒しとなったのだ。

ウィズ／アフター コロナ 映像市場予測
　新型コロナウィルスによる直接的・間接的な影響により、映

像メディア市場は変革のときを迎えている。

　【グラフ4】【グラフ5】は、弊社が7月1日に発行した『ウィズ／

アフター コロナ ―映像市場予測―』レポートに掲載した映

画興行市場予測と有料動画配信市場予測である（楽観、メイ

ン、悲観の3つのシナリオのうち、メインシナリオの予測値）。

　2020年の映画興行市場は前年比30％強の約800億円と予

測。その後、感染拡大が収まっていくに従い映画館での興行は

勢いを取り戻し、2023年には過去5年平均（2015～2019）の

2300億円規模まで回復、これに動画配信による“興行”として

PVOD市場が成長していくことで、2024年には映画館とPVOD

を合わせ、過去最高を記録した2019年の興行規模まで到達す

ると考察する。映画館での興収自体は元の規模へと戻り、これ

にコロナ禍により市場成立が前倒しとなったPVOD市場が上乗

せするかたちだ。

　一方、有料動画配信市場（SVOD、TVOD、EST、PVODを

含む）は、2019年の弊社推計値2556億円から、2020年は前年
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